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経済のグローバル化が急速に進む現在は、かつてな

いほど社会を取り巻く環境が変化しています。今回は、

組織社会、とりわけ企業経営に焦点を当て、変化に対応

できる経営行動とは何かについて、経済社会のインフラ

ストラクチャーたる会計との接点を踏まえて考察します。

なお、経営行動に先立って、経営形態の歴史的変遷

や地域的特性の角度から経営を検討することも有意義

です。また、経営工学の発達とともに経営組織の態様も

検討されています。しかし、いかなる場合も、“人”が経

営行動の中核を担っている事を忘れてはなりません。

1. 経営行動とは

経営組織のトップに求められる行動は「芸術」である

と言えます。ひとかたまりの岩石でも、人間社会にとって

工業化できる経済的価値が見出されれば、経営資源と

なります。その経営資源を中心に、複数の人間からなる

協業と分業の体制が組成され、持続的継続的生産体制

が整った時、これを会社と呼びます。そこで必要となる

労働力、施設、金融、市場情報が一体となって流れを作

ったとき、企業体が動き出します。その構成要素の流入

から流出までの活動が、企業活動です。

その活動の成果に対する責任の場が、経営（マネー

ジメント）と呼ばれる機能です。市場は常に動いていま

すから、経営を合目的に機能させるためには、経営者が

適時、的確に行動することが不可欠です。コンピューター

にどんなに大量の細かい情報をインプットしても、会社の

トップである社長の代行は務まりません。生きた人間で

ある社長は、四六時中会社の経営のことを考えていま

す。早朝一番に、昨日下した経営の意思決定事項につ

いて不備があるか反芻し、微調整の手を打ちます。この

継続的集中の行動を称して私は「経営は芸術である」

と表現したのです。

そして経営行動は、次の3つの視角から特徴的に捉

えることができます。

（1）経営責任に対する自覚

企業トップは常に「経営責任」が求められます。ヒト、

モノ、カネといった同じ経営資源が与えられても、トップの

人材が異なれば、企業が獲得する成果は大きく異なる

のが通常です。なぜなら、企業を取り巻く様々な経営環

境の潜在的な変化をどれだけ適時に察知し、適切な対

応を取れるかが、企業トップの能力によって大きく異なる

からです。したがって企業トップは、目標に対してどれだけ

達成したのか、その結果どういう成果を獲得したのかを、

財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計

算書）などをもとに利害関係者に説明する責任があります。

経営責任を問われるのは企業トップだけではありませ

ん。企業を構成する様々な事業部、あるいは部署の各

責任者（グループリーダー）も同様です。企業の構成メ

ンバーの間には権限と責任の階層が存在し、企業トップ

と一般社員を、部長、課長といったグループリーダーが

つないでいます。企業トップの示した経営理念の下、各

グループにそれぞれ具体的な目標および仕事の流れが

与えられ、一定期間にある成果を上げることが求められ

ます。それぞれのグループリーダーたちはその役割を十

分に自覚し、毎日の経済活動において一緒に働く人た

ちと協調して牽引していくことが期待されます。

一方、一つの企業内に存在する複数のグループは、

互いに複雑に連携しています。自分たちの部署だけし

か視界に入らなければ、日々の経営行動は部分最適に

陥り、全社的な最適化とは異なる方向に走りがちになり

ます。グループリーダーには部門の壁を越えた横断的な

視野を持つことも求められます。

（2）効率経営と数値管理

企業の利益は、獲得した成果から、そのためにかかっ

たコストを控除することで計算されます。企業は、成果を

増やすだけでなく、コストを減らすことで利益を増大させ

ることが可能です。企業の体力は、毎期、どれだけの利

益を生み出すかにかかっています。企業が成果を獲得

する方法は複数ありますが、同じ売上高を達成した企業

同士でも、費用の発生金額が小さい方が、より効率的な

経営であると言えます。

企業の内部には複数のグループが存在し、互いに連

携しているため、一部のグループだけで効率化を図って

も、大きな効果を上げることは出来ません。組織の中で

一緒に働く人たちが、物品製造、販売の時だけでなく、

サービスの提供の際も、原価意識を持ち、効率よく仕事

を消化することが求められます。この意識が会社全体

に浸透して初めて、全社的な効率経営が可能になり、大

きなコスト削減効果が生ずるのです。効率経営に対す
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る志向を、全社員が共有することが求められます。

「効率経営」という理念を、日常の経営行動の中で展

開する時、必要不可欠なのが「数値管理」という手法で

す。その企業にとって重要な指標（例えば、売上高経常

利益率、労働分配率）を数値目標として定めておけば、

経営の効率化がどの程度進んでいるのかを、明確に把

握することが出来ます。それによって企業トップやグルー

プリーダーは日々の意思決定が適切であるかどうかを

判断し、様々な対策を打っていくのです。

「数値管理」をする上で重要なツールが、企業予算、

月次決算や管理会計など、財務諸表の基礎となる「会

計」です。企業が異なっても、採用される会計処理や会

計基準は同じであることから、異なる企業間での比較が

可能となります。会計が「経営の羅針盤」であると言わ

れるのは、このためです。

（3）環境変化への敏速な対応

経済のグローバル化が進む現在、企業を取り巻く環境

変化がかつてないほど激化しています。景気変動、流

行、顧客の好み、技術革新、グローバル化に伴う競争相

手の世界的な広がり、資本市場の変動等、あらゆる環境

変化の影響を、企業は容赦なく受けています。

それでは、どういう経営行動を取れば、敏速な対応が

可能になるのでしょうか。第一に、上述の（2）で述べた

ように、数値目標を細かく定めて、企業トップから一般社

員に至るまであらゆる人が完全に遂行するためにエネ

ルギーを集中させることです。次に定期的かつ高頻度

に数値目標の達成度合いをチェックします。目標を達成

できなかった場合、その原因を徹底的に分析するので

す。担当者の怠慢なのか、予想が外れたのか、顧客の

好みが変化したのか等、具体的な理由に分解し、迅速

な対応を取って初めて、環境変化をチャンスにつなげる

ことが可能になるのです。

ここで企業トップが重視すべきことは、グループリー

ダーや担当者が危機感を持っているかどうかです。企

業経営が順調に進んでいるうちはよいのですが、担当

者が油断して同じことをしていれば、成果の達成度合い

は、みるみる下がります。企業トップならば、危機感が薄

れることこそ真の危機であると認識せねばなりません。

2. 具体的な事例

ここで、上記の経営行動を愚直に実行することによっ

て、過去10期連続、増収増益を達成した一つの企業を事

例として紹介します。完全失業率が7.2％（2004年12月）

と全国で一番高い沖縄県において総合スーパーを展開

する企業で、2004年2月期には1,088億円の売上高、71億

円の経常利益を計上しました。総合スーパーの業界では

経常利益率が3％を超えれば好業績と見なされることか

ら、6％超というのは群を抜いた収益力であると言えます。

この企業は平日の毎朝8時から1時間、「早朝ミーティ

ング」を開いています。会長、社長以下、本社勤務の幹

部社員が出席するほか、仕入、営業、経理、総務、物流セ

ンターなど異なる部門の社員が一堂に会する場となって

います。会議で発言を希望する者は、同業他社の新し

い情報や、経営環境の変化などについて気付いたこと

を報告します。それについてどう判断するのか、何か行

動するか、参加者同士で議論し、決定を下します。その

場にいる社員は、実行に至るまでのプロセスを共有する

ことによって、全社的な最適化の視点を持ち、企業への

忠誠心を持ち続けます。

数値管理も徹底しています。10年前、毎月2日の午前

中までに前月の月次決算を終了させる仕組みを作りま

した。翌日午後には企業トップおよび幹部社員が集まり、

前月の経営内容の分析に入ります。店舗別、分野別（食

品、衣料品、住宅関連用品）、アイテム別といった様々な

角度から売上高の前年同月比を出し、伸び率や利益率

などを細かく見ていきます。売上が落ちている場合には、

そこにどんな理由が潜んでいるのか、見落としている環

境変化はないかを逐一、確認していきます。これらの積

み重ねが、堅実かつ積極的な社風を生み出し、10期連

続増収増益に結び付いたと言ってよいでしょう。

3. 国際的ネットワークを持つ
大規模企業における経営行動

上記で一例として述べた特定企業の経営行動は、企

業の規模やネットワークの広がりが異なっても、本質的な

部分はほとんど、変化しません。なぜなら、経営の役割を

担っているのは人間であり、人間が組織を作り、人間が

組織を動かしているからです。
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